
平 成 2 7 年 ５ 月 1 日 

株式会社日本政策金融公庫 

日本政策金融公庫（略称：日本公庫）中小企業事業では、高い成長性が見込まれる新

たな事業へ取り組む中小・ベンチャー企業を支援する特別貸付制度「新事業育成資金※」

の平成 26 年度融資実績が 907 社、478 億円（何れも前期比 134％）と過去最高となりま

した。 

※「新事業育成資金」は、ベンチャー企業など高い成長性が見込まれる新事業に取り組む中小

企業を支援する目的で、平成 12年 2 月に創設された制度です（制度概要は別紙参照）。 

平成 25 年度までは、景気の持ち直し等による売上拡大を見込んだ、運転資金を中心

とした融資金額の増加に止まっていましたが、平成 26 年度においては、設備資金の伸

びが前期比 150％と、運転資金の 125％を大きく上回り、中小・ベンチャー企業におけ

る新事業への挑戦意欲の高まりが、設備投資まで広がってきたものと思われます。 

日本公庫中小企業事業では、平成 27 年４月、地域のベンチャー企業等の支援を一層

強化するため、東京に「東日本新事業・ベンチャー支援センター」、大阪に「西日本新

事業・ベンチャー支援センター」を新設・増員をしました。 

日本公庫は、政策金融機関として、今後も「新事業育成資金」を活用し、高い成長性

が見込まれる新事業に取り組む中小・ベンチャー企業を積極的に支援していきます。 

 

【新事業育成資金の推移】 

 

 

 

「新事業育成資金」が過去最高に 
～ 新事業への挑戦意欲が高まり設備投資が拡大 ～ 

（億円） （社） 

ニュースリリース 

1.5 倍 

357 億円 

478 億円 

246 億円 

231 億円 
246 億円 

283 億円 



 

【ご融資事例】 

企 業 名 株式会社 イーディーピー 代 表 者 藤森 直治 

住   所 大阪府豊中市上新田 4-6-3 業    種 その他の非鉄金属製造業 

新事業：単結晶の人工ダイヤモンドの開発・製造・販売 

 

大型単結晶ダイヤモンド 

 

 

・ 当社は、独立行政法人産業技術総合研究所（産総研）の技術を移転した産総研発のベン

チャーで 100 号目となる企業である。 

人工ダイヤモンド単結晶及びその応用製品の開発・製造・販売を行っており、気相成長

技術により成長させたダイヤモンド結晶を種結晶から分離する手法（※）により、安価か

つ大量の生産を可能とし、複数の単結晶を接合したモザイク結晶では 25×25mm という大面

積を実現。 

・ ダイヤモンドは、あらゆる物質の中で一番の硬さ、熱伝導性を誇るなど、優れた物性を

持つ素材であり、応用分野が広がっている中、将来は半導体としての利用も期待されてい

る。当社では、製造能力の増強を図り、世界中からの要求に応えるとともに、大型ウエハ

ーの開発を進め、その市場を創生することを目指している。 

・ 日本公庫は、新規性及び今後の高い成長性が見込まれるものと判断し、当社事業の拡大

に必要な設備資金等として、特別融資制度「新事業育成資金」を適用し、１億５千万円の

融資を実施。 

 

（※）当社の気相成長技術は、ダイヤモンドの基盤（種結晶）上に、水素とメタンガスを吹き付

け、プラズマ放電により化学反応を起こすことで、ダイヤモンド種結晶を成長させる化学蒸

着法。この成長した部分のダイヤモンドを分離することで、種結晶と同じ面積の結晶を複製

することを可能とした。 

株式会社イーディーピーへのお問い合わせ TEL 06－6170－3871（代表取締役：藤森 直治） 

参 考 



「新事業育成資金」の概要（中小企業事業） 

 
 
 

 制度概要 

融 資 対 象 

高い成長性が見込まれる新たな事業を行う中小企業であって、次の１～３の

全てに当てはまるかた。 

１.新たな事業を事業化させて７年以内のかた。 

２.次のいずれかに該当するかたなど。 

① 公庫の成長新事業育成審査会から事業の新規性・成長性について認定

を受けたかた。 

② 他企業において利用されていない知的財産権に係る技術を利用して行

う事業、中小企業技術革新制度（SBIR）に係る特定補助金などの交付を

受けて開発した技術を利用して行う新事業、エンジェル税制の適用要件

を満たす中小企業者が行う新事業等、一定の製品化及び売上が見込める

かた。                      

３.公庫が継続的に経営課題に対する経営指導を行うことにより、円滑な事業

の成長が期待できるかた。 

資 金 使 途 新たな事業を行うために必要な設備資金及び長期運転資金 

融 資 限 度 ６億円 

融 資 期 間 
設備資金 １５年以内（うち据置５年以内） 

運転資金  ７年以内（うち据置２年以内） 

融 資 利 率 
融資後５年目までは特別利率③（上限３％）、 

６年目以降は基準利率＋０．２％（上限３％） 

そ の 他 当公庫では、融資後も、経営課題についてきめ細かいアドバイスを行います。 

 

別 紙 


